第６号様式（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 番　　　　　号
                                                       　　　　　年　　月　　日
                                                          

  山梨県知事　殿

認定職業訓練実施事業主名
                                   　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　印


      
　　年度認定職業訓練事業費補助金補助事業に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

  
  　　　年　　月　　日付け　　　　第　　号をもって交付決定された標記補助金にかかる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、次のとおり報告します。

１　　　　年度認定訓練事業費補助金確定額
金　　　　　　　　　円

２　消費税額及び地方消費税額の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控　除税額
金　　　　　　　　　円

３　添付書類
記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資　料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。






認定職業訓練事業費補助金における消費税等に係る仕入控除税額確認書

１　認定職業訓練校名：
２　代表者職・氏名：
３　補助金確定額：　　　　　　　　　　円
４　消費税申告方式等（該当する番号に○）
	　　
	①消費税申告義務がない（免税事業者）

	
	②簡易課税方式

	
	③公益法人等で特定収入割合が５％超

	
	④補助対象経費に係る消費税を個別対応方式において、「非課税売上げのみに要するもの」として申告

	
	⑤補助対象経費は全て非課税仕入

	
	⑥課税売上高5億円以下かつ課税売上割合95％以上

	
	⑦個別対応方式

	
	⑧一括比例配分方式


　※　①～⑤に該当する場合は以下回答不要
５　実績報告時の仕入控除税額：　　　　　　　　円　　
６　消費税の申告により確定した仕入控除税額：　　　　　　　　　円
　(1) )課税仕入対象経費内訳（消費税の申告の際に課税仕入れとして使用した経費のみ記載）
	区分
	課税仕入（消費税８％）
	課税仕入（消費税１０％）

	
	課税売上
対応分
	非課税売上
対応分
	共通
対応分
	課税売上
対応分
	非課税売上
対応分
	共通
対応分

	補助対象経費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	


　(2)補助対象経費合計額：　　　　　　　　　円
　(3)課税売上割合：　　　　　　　　　　％

７　補助金返還額（６から５を引いた額）：　　　　　　　　　円
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